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川 島 町 歳 入 歳 出 決 算 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象 

令和３年度川島町一般会計歳入歳出決算 

令和３年度川島町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

令和３年度川島町介護保険特別会計歳入歳出決算 

令和３年度川島町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

令和４年７月１２日、７月２０日、７月２１日の３日間 

 

３ 審査の方法 

令和３年度川島町歳入歳出決算の審査にあたっては、予算が関係法令等に従っ

て適切かつ効率的に執行されたか、収入及び支出の事務並びに財産の取得、管理

及び処分は適正に処理されたか等について、慎重に審査した。 

 

第２ 審査の結果 

 

１ 審査意見 

令和３年度川島町歳入歳出決算については、決算書及び同附属書類並びに関係

帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

また、予算の執行等にあたっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、適

正に行われているものと認められた。 
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第３ 決算の概要 

 

１ 一般会計 

（１）決算の状況 

決算額は、表１及び表２のとおり、歳入総額８５億５，６７６万８，１９４円、

歳出総額７９億１，９６３万７，６７４円で、形式収支額は６億３，７１３万５２

０円、実質収支額は５億４,３９６万５２０円の黒字となっている。 

また、前年度の決算剰余金である実質収支額６億１０８万３９５円を差し引いた

単年度収支額は５,７１１万９,８７５円の赤字となっている。 

予算現額に対する決算額の割合は、歳入における収入率は１０１．０％、歳出に

おける執行率は９３．５％となっている。また、収入率、執行率をそれぞれ前年度

と比較すると、歳入が１．４ポイント、歳出が１．３ポイントとそれぞれ増加した。 

なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表１のとおりである。 

（表１）                           （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

歳入総額 歳出総額 差引額 歳入 歳出 

令和３年度 8,470,979,000 8,556,768,194 7,919,637,674 637,130,520 101.0 93.5 

令和２年度 9,959,849,000 9,924,521,298 9,180,097,903 744,423,395 99.6 92.2 

増減 △1,488,870,000 △1,367,753,104 △1,260,460,229 △107,292,875 － － 

前年度比 △14.9 △13.8 △13.7 △14.4 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

（表２） 一般会計総括収支の状況   （単位：円） 

区       分 令和３年度 令和２年度 差引増減 

歳入合計  A 8,556,768,194 9,924,521,298 △1,367,753,104 

歳出合計  B 7,919,637,674 9,180,097,903 △1,260,460,229 

歳入歳出差引額 C (A－B) 637,130,520 744,423,395 △107,292,875 

翌年度へ繰越すべき財源 D 93,170,000 143,343,000 △50,173,000 

実質収支  E (C－D) 543,960,520 601,080,395 △57,119,875 

単年度収支  F (E－前年度 E) △57,119,875 240,921,513 △298,041,388  

積立金（財政調整基金分） G 269,512,260 92,487,234 177,025,026 

町債繰上償還金 H 0 0 0 

積立金取崩(財政調整基金分) I 0 0 0 

実質単年度収支 J (F+G+H－I) 212,392,385 333,408,747 △121,016,362 
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令和３年度の一般会計決算の特徴は、次のとおりである。 

① 歳入総額は、町民税、固定資産税、国庫支出金、寄附金などが減少したことに

より１３．８％の減少、歳出総額は、総務費、農林水産業費、消防費、災害復旧

費などが減少したことにより１３．７％の減少となった。 

② 町税は、前年度に比べて８，５８６万２，８３９円減少した。これは、町民税、

固定資産税が減少したためである。 

③ 地方交付税は、普通交付税が増加したことにより、前年度に比べて２億６，４

７６万２，０００円増の１２億７，３４９万１，０００円となった。 

次に、本年度の一般会計決算状況を歳入、歳出別に見ると次のとおりである。 
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（２）歳入について 

  令和３年度の一般会計における歳入決算額を財源別に見ると、表３のとおりで

ある。 

歳入決算額に占める割合の高いものについて見ると、町税（構成比３９．０

１％）の伸び率はマイナス２．５１％で、構成比では４．５１ポイント増加して

いる。地方交付税（構成比１４．８８％）の伸び率はプラス２６．２５％で、構

成比では４．７２ポイント増加している。町債（構成比４．３６％）の伸び率は

マイナス４６．１８％で、構成比では２．６２ポイント減少している。 

 

（表３）           自主財源・依存財源年度別比較表    （単位：円・％） 

区   分 
令和３年度 令和２年度 

比較増減 伸び率 
決算額 構成比 決算額 構成比 

自 主 財 源 4,419,790,336 51.66 4,151,466,083 41.83 268,324,253 6.46 

町 税 3,337,606,502 39.01 3,423,469,341 34.50 △85,862,839 △2.51 

分担金及び負担金 20,286,794 0.24 17,980,162 0.18 2,306,632 12.83 

使用料及び手数料 62,219,431 0.73 60,652,965 0.61 1,566,466 2.58 

財産収入 20,743,710 0.24 28,468,287 0.29 △7,724,577 △27.13 

寄 附 金 40,320,223 0.47 49,436,881 0.50 △9,116,658 △18.44 

繰 入 金 300,000 0 0 0 300,000 皆増 

繰 越 金 744,423,395 8.70 436,563,882 4.40 307,859,513 70.52 

諸 収 入 193,890,281 2.27 134,894,565 1.36 58,995,716 43.73 

         

依 存 財 源 4,136,977,858 48.34 5,773,055,215 58.17 △1,636,077,357 △28.34 

地方譲与税 120,150,000 1.40 117,470,000 1.18 2,680,000 2.28 

利子割交付金 1,522,000 0.02 1,869,000 0.02 △347,000 △18.57 

配当割交付金 14,875,000 0.17 9,850,000 0.10 5,025,000 51.02 

株式等譲渡所得割交付金 17,625,000 0.21 11,736,000 0.12 5,889,000 50.18 

法人事業税交付金 47,198,000 0.55 25,288,000 0.25 21,910,000 86.64 

地方消費税交付金 504,930,000 5.90 471,182,000 4.75 33,748,000 7.16 

環境性能割交付金 16,178,636 0.19 16,712,021 0.17 △533,385 △3.19 

地方特例交付金 50,317,000 0.59 22,392,000 0.23 27,925,000 124.71 

地方交付税 1,273,491,000 14.88 1,008,729,000 10.16 264,762,000 26.25 

交通安全対策特別交付金 4,679,000 0.05 5,223,000 0.05 △544,000 △10.42 

国庫支出金 1,279,265,401 14.95 2,927,721,001 29.50 △1,648,455,600 △56.31 

県支出金 434,074,821 5.07 462,487,193 4.66 △28,412,372 △6.14 

町 債 372,672,000 4.36 692,396,000 6.98 △319,724,000 △46.18 

合    計 8,556,768,194 100.00 9,924,521,298 100.00 △1,367,753,104 △13.78 

歳入決算額に占める自主財源の割合は５１．６６％、依存財源の割合は４８．
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３４％となっており、前年度に比べて自主財源の割合が９．８３ポイント増加し、

依存財源の割合が９．８３ポイント減少している。 

 

（３）歳出について 

  令和３年度の一般会計における歳出決算額を性質別に見ると、表４のとおりで

ある。 

（表４）          性質別支出済額年度別比較表   （単位：千円・％） 

区   分 
令和３年度決算額 令和２年度決算額 

比較増減 伸び率 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

義務的経費 3,275,646 41.3 2,927,612 31.9 348,034 11.9 

人件費 1,394,289 17.6 1,339,463 14.6 54,826 4.1 

扶助費 1,300,616 16.4 984,327 10.7 316,289 32.1 

公債費 580,741 7.3 603,822 6.6 △23,081 △3.8 

           

投資的経費 650,253 8.2 879,989 9.6 △229,736 △26.1 

普通建設事業費 650,253 8.2 879,989 9.6 △229,736 △26.1 

        

その他の経費 3,993,739 50.5 5,372,497 58.5 △1,378,758 △25.7 

物件費 1,402,329 17.7 1,265,006 13.8 137,323 10.9 

維持補修費 147,050 1.9 113,851 1.2 33,199 29.2 

補助費等 1,031,964 13.0 3,098,335 33.8 △2,066,371 △66.7 

積立金 671,454 8.5 94,354 1.0 577,100 611.6 

投資及び出資金・貸付金 77,923 1.0 138,279 1.5 △60,356 △43.6 

繰出金 663,019 8.4 662,672 7.2 347 0.1 

前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合    計 7,919,638 100.0 9,180,098 100.0 △1,260,460 △13.7 

  歳出決算額に占める義務的経費の割合は４１．３％で、前年度に比べて９．４

ポイント増加している。投資的経費の割合は８．２％で、前年度に比べて１．４

ポイント減少している。その他の経費の割合は５０．５％で、前年度に比べて８．

０ポイント減少している。 

歳出決算額に占める割合の高いものについて見ると、義務的経費のうち人件費
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（構成比１７．６％）の伸び率はプラス４．１％で、扶助費（構成比１６．４％）

の伸び率はプラス３２．１％となっている。投資的経費では普通建設事業費（構

成比８．２％）の伸び率はマイナス２６．１％で、その他の経費のうち物件費

（構成比１７．７％）の伸び率はプラス１０．９％となっている。 

 

（４）財政収支について 

 令和３年度の川島町歳入歳出決算の状況を見ると、一般会計は、前年度に比べて

歳入総額が１３億６，７７５万３，１０４円（１３．８％）の減少、歳出総額が１

２億６，０４６万２２９円（１３．７％）の減少となっている。 

 これは、歳入においては、主として、町民税が６，１１９万７，８４０円、固定

資産税が３，４６０万１，０４３円、国庫支出金が１６億４，８４５万５，６００

円、県支出金が２，８４１万２，３７２円減少し、歳出においては、表５のとおり、

総務費が１３億８，４２８万７，４９８円、農林水産業費が３，９３９万６，２５

２円、消防費が３億５，１５６万８，２５２円、災害復旧費が４，２２５万１，０

０８円減少したことによるものである。 

 なお、不用額は、表６のとおり、３億２，９４２万１，３２６円で、前年度に比

べて２億７，６８５万１，７７１円減少している。 

 また、歳入総額を自主財源と依存財源に大別して見ると、前年度に比べて、自主

財源は２億６，８３２万４，２５３円増加し、依存財源は１６億３，６０７万７，

３５７円減少している。 

 歳出総額を性質別に大別して見ると、前年度に比べて、義務的経費は３億４，８

０３万４，０００円増加だが、投資的経費は２億２，９７３万６，０００円、その

他の経費は１３億７，８７５万８，０００円減少している。 

 歳入総額と歳出総額の差額、すなわち形式収支額は６億３，７１３万５２０円と

なり、前年度に比べて１億７２９万２，８７５円の減額となっている。 

 翌年度に繰り越すべき財源は９，３１７万円で、実質収支額は５億４,３９６万５

２０円となり、前年度の実質収支額６億１０８万３９５円を差し引いた単年度収支

額は、５,７１１万９，８７５円の赤字となっている。 
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（表５）           歳出款別前年度比較表        （単位：円・％） 

区   分 
令和３年度 令和２年度 

比較増減 伸び率 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

１議会費 92,639,399 1.2 94,074,180 1.0 △1,434,781 △1.5 

２総務費 1,608,952,384 20.3 2,993,239,882 32.6 △1,384,287,498 △46.2 

３民生費 2,451,402,752 30.9 2,099,918,352 22.9 351,484,400 16.7 

４衛生費 754,118,021 9.5 617,486,413 6.7 136,631,608 22.1 

５労働費 147,500 0.0 194,750 0.0 △47,250 △24.3 

６農林水産業費 197,181,650 2.5 236,577,902 2.6 △39,396,252 △16.7 

７商工費 22,769,462 0.3 29,587,082 0.3 △6,817,620 △23.0 

８土木費 790,432,023 10.0 732,875,144 8.0 57,556,879 7.9 

９消防費 551,640,256 7.0 903,208,508 9.8 △351,568,252 △38.9 

10教育費 869,609,119 11.0 826,962,872 9.0 42,646,247 5.2 

11災害復旧費 0 0.0 42,251,008 0.5 △42,251,008 △100.0 

12公債費 580,740,708 7.3 603,686,514 6.6 △22,945,806 △3.8 

13諸支出金 4,400 0.0 35,296 0.0 △30,896 △87.5 

14予備費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合    計 7,919,637,674 100.0  9,180,097,903 100.0 △1,260,460,229 △13.7 

 

（表６）           歳出・不用額前年度比較表        （単位：円） 

区   分 令和３年度 令和２年度 比較増減 

予算現額 8,470,979,000 9,959,849,000 △1,488,870,000 

歳出総額 7,919,637,674 9,180,097,903 △1,260,460,229 

翌年度繰越額 221,920,000 173,478,000 48,442,000 

不用額 329,421,326 606,273,097 △276,851,771 

 

（５）主要な財政指標について 

  健全な財政運営の要件は、収支の均衡を保ちながら経済変動や住民要望に対応

しうる弾力性を持つことである。一般会計における財政力の動向、財政構造の弾

力性を判断する主要な財政指標の年度別推移は表７のとおりである。 

  ア 財政力指数   
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    普通交付税の算定に用いられる基準財政収入額を基準財政需要額で除して

得た数値の過去３年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指数と

して用いられる。財政力指数が１を超える場合は普通交付税の不交付団体と

なる。 

この３年間の平均（令和元年度～令和３年度）は０．７６８で、前年度の

平均（平成３０年度～令和２年度）の０．７９０と比較すると０．０２２ポ

イント減少している。令和３年度（単年度）については０．７２７で、令和

２年度（単年度）に比べ０．０５２ポイント減少した。 

  イ 経常収支比率 

    財政構造の弾力性を判断するための指標として用いられるもので、人件費、 

扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲

与税を中心とする経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもの

であり、この数値が高いほど財政が硬直化していることになる。令和３年度

は８０．４％で前年度に比べて１．５ポイント減少している。 

  ウ 自主財源比率 

    自主財源は地方公共団体が自主的に収入しうる財源で、地方税や分担金及

び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

が該当する。自主財源の多寡は行政活動の自主性と安定性を確保できるかど

うかの尺度となるものであり、税収入の多寡により自主財源の比率が左右さ

れる。 

令和３年度は５１．７％で前年度に比べて９．９ポイント増加している。 

  エ 実質公債費比率 

    財政構造の健全性を示す指標の一つとして用いられるもので、地方債を借

り入れた際、毎年度の元金償還金及び利子の支払いに要する経費を公債費と

いい、この公債費の一般財源に占める割合を実質公債費比率といい、過去３

年間の平均の比率を算出したものであり、これが１８％以上だと公債発行は、

埼玉県知事の許可が必要となる。 

この３年間の平均（令和元年度～令和３年度）は３．９％で、前年度の平

均（平成３０年度～令和２年度）の４．６％と比較すると０．７ポイント減

少している。また、令和３年度（単年度）については、３．１％で前年度と

比べて０．２ポイント減少している。 
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  オ 義務的経費比率 

歳出のうち、義務的経費とされる人件費、扶助費、公債費の占める比率を

示すもので、この経費の占める割合が大きいほど、経常的経費が増大傾向に

あり、地方公共団体の財政の健全化を図るためには義務的経費を抑えること

が望ましい。令和３年度は４１．４％で前年度に比べて９．５ポイント増加

している。 

 

（表７） 主要な財政指標の年度別推移 （単位：％（財政力指数を除く）） 

区  分 
財政力指数

（※） 
経常収支比率 自主財源比率 

実質公債費比率

（※） 
義務的経費比率 

令和３年度 0.768 80.4 51.7 3.9 41.4 

令和２年度 0.790 81.9 41.8 4.6 31.9 

令和元年度 0.789 85.6 59.1 5.1 40.2 

平成３０年度 0.775 86.9 58.4 4.6 40.7 

    ※３か年の平均値 

 

 

（６）留意または改善を要する事項 

令和３年度の町税収入済額は３３億３，７６０万６，５０２円で、予算現額を９，

３４２万８，５０２円上回り、前年度対比９７．５％であった。主要町税調定額の
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過去５年間の推移をみると表８のとおりである。 

（表８）   主要税額推移（現年、調定額）           （単位：円） 

年度 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 

個人町民税 976,778,980 989,399,400 987,209,249 978,093,080 937,904,800 

法人町民税 267,081,600 299,525,100 281,544,700 239,563,300 219,282,500 

法人税割額 177,903,900 212,996,700 192,462,800 146,015,700 130,913,600 

均等割額 89,177,700 86,528,400 89,081,900 93,547,600 88,368,900 

法人数 605 613 640 636 659 

固定資産税 1,745,823,400 1,867,359,700 1,911,771,100 1,966,613,500 1,920,750,100 

軽自動車税 65,469,700 68,600,900 71,203,200 75,058,100 77,169,000 

町たばこ税 167,646,815 168,803,987 170,042,198 167,210,365 174,996,199 

町税合計額 3,222,800,495 3,393,689,087 3,421,770,447 3,426,538,345 3,330,102,599 

（表は調定額ベースのため、収入済額ベースの決算書とは一致しない。軽自動車税には環境性能割を含む） 

 個人町民税には大きな変化はなく、人口減少と高齢化等の進行をみれば長期的に

は下降傾向はやむを得ないであろう。法人町民税のうち法人税割額は各年の企業業

績に左右されるが、令和３年度においては法人町民税の税率の変更の影響により減

っているようである。新設法人と町内への進出法人が増えているが、法人数は変化

がなく、均等割額は安定的税源である。固定資産税課税標準額の推移は表９のとお

りである。 

（表９） 固定資産税課税標準額推移  （単位：千円） 

年 度 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 

土地 40,037,797 40,031,614 40,070,886 40,047,836 39,774,867 

家屋 60,528,606 65,334,830 67,438,383 70,313,878 67,173,136 

償却資産 25,980,775 29,943,155 30,805,663 31,553,882 31,302,460 

これらは町内への進出企業による投資が大部分を占めると思われ、圏央道エリア

の地理的重要性が今後も期待される。軽自動車税は税額改定による増加であり、年

税額が高い新規登録車が増加している。 

 このように、本年度町税収入は好調な税収を確保することができ、加えて所管課
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の地道な努力により、現年分の収納率が９９．７１％という高い徴収実績を維持す

ることができ、健全な財政運営に大きく寄与している。 

 歳出は、総額７９億１，９６３万７，６７４円で、前年より１２億６，０４６万

２２９円減少している。これは新型コロナウイルス感染症に伴う感染拡大防止対策

事業の繰越によるものが多くを占める。実質収支額は５億４,３９６万５２０円の黒

字であり、昨年度より５,７１１万９，８７５円減少している。これらは限られた財

源の効率的執行の観点から、事業見込み、予算計上精度の精緻化を追求すべきであ

ろう。 

 健全化判断比率における実質公債費比率は、前年度４．６％から今年度３．９％

に減少した。減少の理由としては、普通交付税の増により、標準財政規模が増加

（分母の増加）したことや、下水道事業が令和２年度より公営企業会計に移行し、

収益的収入と資本的収入に分けられるようになり、公営企業に要する経費の財源と

する地方債の償還に充てたと認められる繰入金が減少（分子の減少）したことによ

るものである。将来負担比率は令和２年度の２９．６％から今年度２．４％に減少

している。減少の理由としては、財政調整基金や公共施設整備基金の積立により、

充当可能基金が６億７，３２０万１千円増加したため（分子の減少）や、普通交付

税の増により、標準財政規模が２億５，２７７万６千円増加した（分母の増加）こ

とによるものである。今年度末の町債残高は６１億２，６１７万５，３１３円で昨

年度より１億８，５５２万７，３８２円減少している。 

 

ア 健全な財政運営の推進 

健全な財政運営を推進することによって、一層信頼性の高い行政サービスを提

供するよう努められたい。 

 

イ 適正な債権管理 

公平な負担と限られた財源を確保する観点から、引き続き徴収体制の強化に努

めるとともに、徴収の一元化の方策等も検討されたい。 

 

ウ 公有財産、基金等の活用、その他の事業について 

  町財政を取り巻く環境が一層厳しくなる中、社会情勢等の変化に対応し、公有

財産の適正な管理と基金の有効な活用に努められたい。 
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２ 財産の管理について 

 令和３年度における公有財産、物品、債権及び基金の現在高は、表１０のとおり

である。 

（表１０）         公有財産、物品、債権及び基金の現在高 

区  分 令和３年度末現在 令和２年度末現在 比較増減高 

公 

有 

財 

産 

土 地 552,370.58 ㎡ 541,013.46 ㎡ 11,357.12 ㎡ 

建 物 73,821.39 ㎡ 73,841.39 ㎡ △20.00 ㎡ 

山 林 0 ｈａ 0 ｈａ 0 ｈａ 

動 産 0 件 0 件 0 件 

物 権 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 

無体財産権 0 件 0 件 0 件 

有 価 証 券 0 株 0 株 0 株 

出資による権利 225,862.2 千円 147,934.2 千円 77,928 千円 

物 品 143 件 136 件 7 件 

債 権 0 円 0 円 0 円 

基 

金 

不 動 産 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 

動 産 0 件 0 件 0 件 

有 価 証 券 0 円 0 円 0 円 

現金(土地含む) 2,778,048,181  円 2,104,847,684  円 673,200,497 円 

  基金は、財政調整基金が２億６，９５１万２，２６０円増加、公共施設整備基

金が４億１６４万２，３６１円増加、国民健康保険特別会計財政調整基金が２万

５千円増加、介護保険給付費準備基金が６万円増加しており、基金全体では、前

年度に比べて６億７，３２０万４９７円の増加となっている。 
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３ 特別会計 

令和３年度の特別会計については、表１１のとおりであるが、国民健康保険特別

会計ほか２会計の合計は、歳入総額が４５億２，３９１万１，５９４円、歳出総額

が４３億４，２０８万７，２４２円となっている。特別会計の合計を前年度に比べ

ると、表１２のとおり、歳入総額が５，８５０万４，９１５円（１．３％）、歳出

総額が２，２１１万８，１６４円（０．５％）の減少となっている。 

 

（表１１）                          （単位：円・％） 

特別会計 

区 分 
予算現額 

決算額 
予算現額 

対比 

歳入総額 歳出総額 差引額 歳入 歳出 

国民健康保険 2,456,371,000 2,425,482,525 2,302,048,292 123,434,233 98.7 93.7 

介護保険 1,861,024,000 1,854,352,757 1,798,124,066 56,228,691 99.6 96.6 

後期高齢者医療 247,840,000 244,076,312 241,914,884 2,161,428 98.5 97.6 

合 計 4,565,235,000 4,523,911,594 4,342,087,242 181,824,352 99.1 95.1 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

（表１２）                           （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

歳入総額 歳出総額 差引額 歳入 歳出 

令和３年度 4,565,235,000 4,523,911,594 4,342,087,242 181,824,352 99.1 95.1 

令和２年度 4,607,990,000 4,582,416,509 4,364,205,406 218,211,103 99.4 94.7 

増減 △42,755,000 △58,504,915 △22,118,164 △36,386,751 － － 

前年度比 △0.9 △1.3 △0.5 △16.7 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 
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（１）国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

令和３年度の決算額は、歳入総額２４億２，５４８万２，５２５円、歳出総額

２３億２０４万８，２９２円で、形式収支は１億２，３４３万４，２３３円の黒

字である。 

歳入総額・歳出総額を前年度と比較すると、歳入は７，９６７万３，５４０円、

３．２％、歳出についても６，９３９万３８５円、２．９％とともに減少となっ

た。また、予算現額に対する決算額は収入率が９８．７％で執行率は９３．７％

となっている。なお、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、次の表１３の

とおりである。 

（表１３）                             （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

歳入総額 歳出総額 差引額 歳入 歳出 

令和３年度 2,456,371,000 2,425,482,525 2,302,048,292 123,434,233 98.7 93.7 

令和２年度 2,513,371,000 2,505,156,065 2,371,438,677 133,717,388 99.7 94.4 

増減 △57,000,000 △79,673,540 △69,390,385 △10,283,155 － － 

前年度比 △2.3 △3.2 △2.9 △7.7 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

イ 歳入 

令和３年度歳入総額の款別における前年度との比較は、表１４のとおりである。 

（表１４）【対前年度歳入総額比較表】               （単位：円・％） 

款 別 
歳入総額 

増減率 
令和３年度 令和２年度 増減額 

１国民健康保険税 459,351,181 483,558,627 △24,207,446 △5.0 

２国庫支出金 1,329,000 2,824,000 △1,495,000 △52.9 

３県支出金 1,707,660,001 1,752,444,223 △44,784,222 △2.6 

４繰入金 107,562,613 113,634,888 △6,072,275 △5.3 

５繰越金 133,717,388 138,919,279 △5,201,891 △3.7 

６諸収入 15,837,342 13,775,048 2,062,294 15.0 

７財産収入 25,000 0 25,000 皆増 

合  計 2,425,482,525 2,505,156,065 △79,673,540 △3.2 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 
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国民健康保険税は、４億５，９３５万１，１８１円で前年度に比べ２，４２０万

７，４４６円、５．０％の減少となった。この要因については、国民健康保険税の

医療費分均等割の減額（３１，０００円→２７，８００円で３，２００円の減額）

によるものである。今後も安定的な財政運営が行われるよう一層の税収確保に取り

組んでいただきたい。 

国庫支出金は、１３２万９，０００円で前年度に比べ１４９万５，０００円、５

２．９％の減少となった。この要因については、令和３年度は新型コロナウイルス

感染症による保険税軽減分が減少したことによるものである。なお、国庫支出金の

内容としては、災害臨時特例補助金及びマイナンバーカードの保険証利用登録に係

る補助によるものである。県支出金は、１７億７６６万１円で前年度に比べ４，４

７８万４，２２２円、２．６％の減少となった。繰越金は、１億３，３７１万７，

３８８円で前年度に比べ５２０万１，８９１円、３．７％の減少となった。 

 

ウ 歳出 

令和３年度の決算額における不用額は１億５，４３２万２，７０８円で前年度

に比べ１，２３９万３８５円、８．７％の増加となり、予算現額に占める割合は

６．３％であった（表１５）。このことから、安定的な財政運営が図られている

といえよう。 

また、款別における前年度との比較は、表１６のとおりである。 

（表１５）           歳出・不用額前年度比較表         （単位：円・％） 

区   分 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率 

予算現額 2,456,371,000 2,513,371,000 △57,000,000 △2.3 

歳出総額 2,302,048,292 2,371,438,677 △69,390,385 △2.9 

不用額 154,322,708 141,932,323 12,390,385 8.7 

 

（表１６）【対前年度歳出総額比較表】            （単位：円・％） 

款 別 
歳出総額 

増減率 
令和３年度 令和２年度 増減額 

１総務費 6,271,469 6,729,486 △458,017 △6.8 

２保険給付費 1,631,760,438 1,670,219,813 △38,459,375 △2.3 

３国民健康保険事業費納付金 611,555,395 548,578,334 62,977,061 11.5 
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４共同事業拠出金 36 390 △354 △90.8 

５保健事業費 32,681,916 31,811,688 870,228 2.7 

６基金積立金 25,000 100,000,000 △99,975,000 △100.0 

７諸支出金 19,754,038 14,098,966 5,655,072 40.1 

８予備費 0 0 0 0.0 

合  計 2,302,048,292 2,371,438,677 △69,390,385 △2.9 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

歳出総額のうち、保険給付費及び国民健康保険事業費納付金の合計で、２２億

４,３３１万５,８３３円、全体の９７．４％を占めている。 

歳出総額のうち７０．９％を占める保険給付費は、１６億３，１７６万４３８

円で前年度に比べ３，８４５万９，３７５円、２．３％の減少となった。この主

な要因については、被保険者の減少や新型コロナウイルス感染拡大における受診

控えなどが考えられる。 

 

（２）介護保険特別会計 

ア 決算の状況 

令和３年度の決算額は、歳入総額１８億５，４３５万２，７５７円、歳出総額

１７億９，８１２万４，０６６円で、形式収支は５，６２２万８，６９１円の黒

字である。 

歳入総額・歳出総額を前年度と比較すると、歳入総額は６８４万７，０６６円、

０．４％の増加、歳出総額についても２，７５３万４，６６２円、１．６％増加

となった。また、予算現額に対する決算額は収入率が９９．６％で執行率は９６．

６％となっている。 

また、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表１７のとおりである。 

（表１７）                             （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

歳入総額 歳出総額 差引額 歳入 歳出 

令和３年度 1,861,024,000 1,854,352,757 1,798,124,066 56,228,691 99.6 96.6 

令和２年度 1,860,619,000 1,847,505,691 1,770,589,404 76,916,287 99.3 95.2 

増減 405,000 6,847,066 27,534,662 △20,687,596 － － 

前年度比 0.0 0.4 1.6 △26.9 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 
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イ 歳入 

令和３年度の歳入総額の款別における前年度との比較は、表１８のとおりであ

る。 

（表１８）【対前年度歳入総額比較表】            （単位：円・％） 

款 別 
歳入総額 

増減率 
令和３年度 令和２年度 増減額 

１保険料 463,823,120 463,879,601 △56,481 0.0 

２国庫支出金 321,234,722 326,912,200 △5,677,478 △1.7 

３支払基金交付金 467,823,213 448,589,269 19,233,944 4.3 

４県支出金 267,870,485 266,316,392 1,554,093 0.6 

５財産収入 60,000 7,019 52,981 754.8 

６繰入金 256,390,030 244,885,153 11,504,877 4.7 

７繰越金 76,916,287 96,845,073 △19,928,786 △20.6 

８諸収入 234,900 70,984 163,916 230.9 

合  計 1,854,352,757 1,847,505,691 6,847,066 0.4 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

歳入総額が増加した主な項目とその要因については、法定負担割合により交付

される支払基金交付金及び県支出金については、要介護認定者数の増加に伴い介

護給付費についても増加していることから、それぞれの負担金で増加となってお

り、町からの繰入金も増加となっている。 

 

ウ 歳出 

令和３年度の決算額は、歳出総額１７億９，８１２万４，０６６円で前年度に

比べ２，７５３万４，６６２円の増加となった。また不用額は６，２８９万９，

９３４円で前年度に比べ２，７１２万９，６６２円、３０．１％の減少となり

（表１９）、予算現額に占める割合は３．４％であった。 

また、款別における前年度との比較は、表２０のとおりである。 

（表１９）           歳出・不用額前年度比較表      （単位：円・％） 

区   分 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率 

予算現額 1,861,024,000 1,860,619,000 405,000 0.0 

歳出総額 1,798,124,066 1,770,589,404 27,534,662 1.6 

不用額 62,899,934 90,029,596 △27,129,662 △30.1 
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（表２０）【対前年度歳出総額比較表】             （単位：円・％） 

款 別 
歳出総額 

増減率 
令和３年度 令和２年度 増減額 

１総務費 18,835,025 17,393,041 1,441,984 8.3 

２保険給付費 1,697,940,291 1,626,778,567 71,161,724 4.4 

３地域支援事業費 55,664,668 52,519,165 3,145,503 6.0 

４基金積立金 60,000 50,007,019 △49,947,019 △99.9 

５諸支出金 25,624,082 23,891,612 1,732,470 7.3 

６予備費 0 0 0 0.0 

合  計 1,798,124,066 1,770,589,404 27,534,662 1.6 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

歳出総額のうち、保険給付費は、前年度比で７，１１６万１，７２４円、４．

４％の増加となった。その要因については、要介護認定者数の増加に伴い、介護

サービス等諸費が前年度に比べ、７，６１２万５，７２９円、５．１６％の増加

したことによるものである。また、令和２年度に将来の高齢化社会を見据えて、

余剰金５，０００万円を基金に積み立てた。このことから、安定的な財政運営が

図られているといえよう。 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

令和３年度の決算額は、歳入総額２億４，４０７万６，３１２円、歳出総額２

億４，１９１万４，８８４円で、形式収支は２１６万１，４２８円の黒字である。 

歳入総額・歳出総額を前年度と比較すると、歳入総額は１，４３２万１，５５

９円、６．２％、歳出総額についても１，９７３万７，５５９円、８．９％とと

もに増加となった。また、予算現額に対する決算額は収入率が９８．５％で執行

率は９７．６％となっている。 

また、予算現額及び決算額を前年度と比較すると、表２１のとおりである。 
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（表２１）                             （単位：円・％） 

区 分 予算現額 
決算額 予算現額対比 

歳入総額 歳出総額 差引額 歳入 歳出 

令和３年度 247,840,000 244,076,312 241,914,884 2,161,428 98.5 97.6 

令和２年度 234,000,000 229,754,753 222,177,325 7,577,428 98.2 94.9 

増減 13,840,000 14,321,559 19,737,559 △5,416,000 － － 

前年度比 5.9 6.2 8.9 △71.5 － － 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

 

イ 歳入 

令和３年度の決算額は歳入総額２億４，４０７万６，３１２円で、前年度に比

べ１，４３２万１，５５９円、６．２％の増加となった。 

また、款別における前年度との比較は、表２２のとおりである。 

（表２２）【対前年度歳入総額比較表】           （単位：円・％） 

款 別 
歳入総額 

増減率 
令和３年度 令和２年度 増減額 

１後期高齢者医療保険料 188,235,660 179,505,080 8,730,580 4.9 

２繰入金 48,058,804 47,570,785 488,019 1.0 

３繰越金 7,577,428 2,428,938 5,148,490 212.0 

４諸収入 204,420 249,950 △45,530 △18.2 

合  計 244,076,312 229,754,753 14,321,559 6.2 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

歳入総額の７割以上を占める後期高齢者医療保険料は、被保険者数が前年度に比

べ１６４人増加したことにより、全体で８７３万５８０円の増加となった。 

 

ウ 歳出 

令和３年度の決算額は、歳出総額２億４，１９１万４，８８４円で前年度に比

べ１，９７３万７，５５９円の増加となった。また不用額は５９２万５，１１６

円で前年度に比べ５８９万７，５５９円、４９．９％の減少となり（表２３）、

予算現額に占める割合は２．４％であった。 

また、款別における前年度との比較は、表２４のとおりである。 
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（表２３）           歳出・不用額前年度比較表      （単位：円・％） 

区   分 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率 

予算現額 247,840,000 234,000,000 13,840,000 5.9 

歳出総額 241,914,884 222,177,325 19,737,559 8.9 

不用額 5,925,116 11,822,675 △5,897,559 △49.9 

 

（表２４）【対前年度歳出総額比較表】              （単位：円・％） 

款 別 
歳出総額 

増減率 
令和３年度 令和２年度 増減額 

１総務費 2,926,926 2,682,689 244,237 9.1 

２後期高齢者医療広域連合納付金 238,804,538 219,254,686 19,549,852 8.9 

３諸支出金 183,420 239,950 △56,530 △23.6 

４予備費 0 0 0 0.0 

合  計 241,914,884 222,177,325 19,737,559 8.9 

※予算現額対比及び前年度比の各数値は小数点以下第２位を四捨五入。 

款別における歳出総額については、総務費及び後期高齢者医療広域連合納付金

が増加となった。支出済総額の９８．７％を占める後期高齢者医療広域連合納付

金は、町が徴収した保険料と低所得者等の保険料軽減分を公費で補填するために

一般会計から繰り入れる保険基盤安定事業負担金を合わせて納付するものであり、

前年度に比べ１，９５４万９，８５２円、８．９％の増加となった。  
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川 島 町 土 地 開 発 基 金  

 

第１ 審査の概要 

 令和３年度川島町土地開発基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣

旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないかなどについて慎重に審査し

た。 

 

第２ 審査の結果 

 基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照

合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

 

第３ 基金の増減及び運用状況 

 令和３年度においては、預金利子４，４００円が積み立てられ、令和３年度末現

在高は７，０７２万８，４９０円となっている。 

 令和３年度の基金運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 令和３年度末現在高 令和２年度末現在高 比較増減高 

基金総額 70,728,490 円 70,724,090 円 4,400 円 

内 

訳 

現 金 70,728,490 円 70,724,090 円 4,400 円 

不動産 0 円 0 円 0 円 
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川 島 町 福 祉 資 金 貸 付 基 金  

 

第１ 審査の概要 

 令和３年度川島町福祉資金貸付基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例

の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないかなどについて慎重に審

査した。 

 

第２ 審査の結果 

 基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照

合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

 また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。 

 

第３ 基金の増減及び運用状況 

 令和３年度においては、貸付はなかった。 

令和３年度の基金運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 令和３年度末現在高 令和２年度末現在高 比較増減高 

基金総額 4,000,000 円 4,000,000 円 0 円 

内訳 現金  4,000,000 円  4,000,000 円 0 円 
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川 島 町 育 英 資 金 貸 付 基 金  

 

第１ 審査の概要 

 令和３年度川島町育英資金貸付基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例

の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないかなどについて慎重に審

査した。 

 

第２ 審査の結果 

 基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照

合審査した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

 また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認められた。 

 

第３ 基金の増減及び運用状況 

 令和３年度においては、４件の貸付件数があり、延べ１２０万円の貸付を行った。 

令和３年度の基金運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 令和３年度末現在高 令和２年度末現在高 比較増減高 

基金総額 20,000,000 円 20,000,000 円 0 円 

内訳 
現金 7,015,616 円 5,059,140 円 1,956,476 円 

貸付金 12,984,384 円 14,940,860 円 △1,956,476 円 
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財政健全化審査 

第１ 審査の概要 

 この財政健全化審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項

の規定により、川島町長から提出された健全化判断比率及びその算定基礎となる事

項を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として実施したもので

ある。 

第２ 審査の結果 

（１）総合意見 

 審査に付された下表の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、審査した範囲において、いずれも適正に作成されているものと認められる。                              

   （単位：％） 

健全化判断比率 令和３年度 令和２年度 早期健全化基準 

①実質赤字比率 － － 14.65 

②連結実質赤字比率 － － 19.65 

③実質公債費比率 3.9 4.6 25.0 

④将来負担比率 2.4 29.6 350.0 

（※赤字額がないため、①実質赤字比率と②連結実質赤字比率は「－」表示になる） 

（２）個別意見 

 ① 実質赤字比率について 

   令和３年度の実質赤字比率は、令和２年度と同様、実質収支額が黒字である

ため、実質赤字額はなく、良好な状態を示している。 

 ② 連結実質赤字比率について 

   令和３年度の連結実質赤字比率は、令和２年度と同様、一般会計、特別会計

ともに実質黒字であるため、連結実質赤字額がなく、良好な状態を示している。 

③ 実質公債費比率について 

令和３年度の実質公債費比率は３．９％となっている。早期健全化基準の２

５．０％と比較すると、これを下回っており、健全な状態にあると認められる。 

④ 将来負担比率について 

令和３年度の将来負担比率は２．４％となっており、早期健全化基準の３５

０．０％と比較すると、健全な状態にあると認められる。 

（３）是正改善を要する事項 

 特に指摘すべき事項はない。 
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まとめ 

令和３年度の一般会計・特別会計の歳入歳出については、特に問題ないように思

われる。 

 防災行政無線の戸別受信機については、６，０９２台納品され、その内３，３０

８台を配布した。これは、町の全世帯の約４割に配布したと考えられる。そのため、

在庫が２，７８４台となるので、１世帯１台の貸与負担額３，０００円で計算する

と約８３５万円、また、１台あたり実費負担額１８，０００円で計算すると約５，

０００万円になる。今後は、転入者に対しての配布を考えているようだが、２，７

８４台の在庫はさばききれないと思われる。ぜひ、町民にＰＲして、より多くの世

帯に配布できるようにし町民の安全・安心に努めてもらいたい。 

 また、地方創生団体設立事業では、２３，６２４，６７１円の決算額である。第

６次川島町総合振興計画前期基本計画における重要施策「地域資源の総動員による

稼ぐ力の向上」の推進に向け、町内事業者の販路開拓を推進するＥＣサイトが構築

された。現在の社会はインターネットの時代であり、町も財政的支援をしているの

で、今後も町として積極的に応援をしていただきたい。 

 ふるさと納税については、日本全国的に見れば増加傾向にあるが、本町は令和２

年度まで増加していたが、令和３年度は減少している。今後は、日本全国を対象に

ＰＲが必要と考えるので、地方創生団体とともに町ホームページなどで積極的なＰ

Ｒをお願いしたい。 

 


